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公布された条例のあらまし

◇特別職の職員の給与に関する条例の一部改正について

１ 条例の改正理由

特別職の職員の給与について、県内の実情等を適切に反映させるため、その検討に必要な手続を定めようと

するものである。

２ 条例の概要

(１) 知事等の給与の種類

知事、副知事、出納長、常勤の監査委員及び病院事業の管理者の給与に退職手当が含まれることを明らか

にする。

(２) 知事による検討

ア 知事が議会の議員並びに知事、副知事及び出納長の給与制度（退職手当制度を含む。）の改正の必要性

について検討するときは、有識者による会議を開催し、その意見を聴くものとする。

イ 有識者による会議は、学識経験者又は県民のうち知事の指名に応じた者10人以内で構成する。

ウ 知事は、有識者による会議で聴いた意見の要点を適切な方法で公表するものとする。

エ 給与制度の改正の必要性の検討は、少なくとも２年ごとに行うものとする。

(３) 議会による検討

議会又はその議員が行う給与制度の改正の必要性の検討について必要な事項は、議会が別に定める。

(４) その他所要の規定の整備を行う。

(５) 施行期日等

ア 施行期日は、公布の日とする。

イ 鳥取県特別職報酬等審議会条例は、廃止する。

ウ 次に掲げる条例について所要の改正を行う。

(ア) 知事等の退職手当に関する条例

(イ) 鳥取県知事等及び職員の給与の特例に関する条例

◇特定地域等の振興を促進するための県税の課税の特例に関する条例の一部改正について

１ 条例の改正理由

(１) 中心市街地における市街地の整備改善及び商業等の活性化の一体的推進に関する法律の一部が改正さ

れ、市町村が作成する中心市街地の活性化に関する基本計画（以下「基本計画」という。）については内閣

総理大臣による認定制度が、民間事業者が作成する特定中心市街地活性化事業に係る計画（以下「特定民

間中心市街地活性化事業計画」という。）については当該事業を所管する大臣による認定制度が設けられた。

(２) (１)にかんがみ、商業基盤施設（顧客その他の地域住民の利便の増進を図るための施設及び相当数の

小売業の業務を行う者の業務の円滑な実施を図るための施設であって、研修又は会議の用に供するもの及

び顧客のための共同荷さばきの用に供するものをいう。以下同じ。）に関し、不動産取得税について不均一

課税をすることにより、中心市街地における都市機能の増進及び経済活動の向上を図る。

２ 条例の概要

(１) １の(１)の認定制度による認定を受けた特定民間中心市街地活性化事業計画に係る商業基盤施設を認

定基本計画公表の日（当該日が平成20年３月31日以前であるものに限る。以下「公表日」という。）から３

年内に設置した者については、次に掲げる家屋又は土地の取得（公表日以後の取得に限る。）に対して課す

る不動産取得税の税率は、100分の0.4（通常税率 100分の４）とする。

ア 当該商業基盤施設の用に供する家屋（当該商業基盤施設の用に供する部分に限るものとし、事務所、

宿舎又は宿泊施設、遊戯施設、飲食店、喫茶店若しくは物品販売施設のうちその利用について対価若し

くは負担として支払うべき金額の定めのある施設に係るものを除く。）の取得

イ アの家屋の敷地である土地の取得（当該取得の日の翌日から起算して１年以内に当該土地を敷地とす
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る当該家屋の建設の着手があった場合における当該土地の取得に限る。）

(２) その他所要の規定の整備を行う。

(３) 施行期日は、公布の日とする。

◇鳥取県税条例の一部改正について

１ 条例の改正理由

法人等の県民税の法人税割に係る超過課税の特例期間が終了することにかんがみ、産業振興の財源の一部に

充てるため、引き続き５年間の特例期間を設けて超過課税を実施するとともに、中小法人等に対する不均一課

税を実施する。

２ 条例の概要

(１) 平成19年４月１日から平成24年３月31日までの５年間、法人等の県民税の法人税割に係る超過課税及び

中小法人等に対する不均一課税を実施する。

【税率の適用区分】

本則税率 5.0パーセント

特例期間中の法 中小法人等（資本金等の額が１億円以下で、 5.0パーセント

人税割の税率 かつ、法人税額が年1,000万円以下の法人等）

中小法人等以外の法人 5.8パーセント

(２) 施行期日は、平成19年４月１日とする。

(３) 所要の経過措置を講ずる。

◇鳥取県国民健康保険財政調整交付金条例の一部改正について

１ 条例の改正理由

国民健康保険法の一部が改正され、新たに入院時生活療養費及び保険外併用療養費が設けられたこと等に伴

い、所要の改正を行う。

２ 条例の概要

(１) 市町村が行う国民健康保険の財政を調整するための調整交付金を算定するための保険給付費に次の給付

費を加える。

ア 入院時生活療養費

イ 保険外併用療養費

(２) その他所要の規定の整備を行う。

(３) 施行期日は、公布の日とする。

※ 入院時生活療養費：【療養病床に入院する70歳以上の高齢者について、現行の「入院時食事療養費」

を廃止し、「入院時生活療養費」を設けるもの。】

◇鳥取県採石条例の一部改正について

１ 条例の改正理由

(１) 本年２月に採石場で災害が発生した際、報告がなく対応が遅れた。

(２) 採石法施行規則の一部が改正され、採取計画に定める事項及び認可申請書に添付する書類が追加された。

(３) (１)及び(２)に伴い、災害の発生を防止するため、採石業者に対する災害発生報告の義務付け、認可基

準の見直し等を行う。

２ 条例の概要

(１) 採石業者の ア 採石業者は、採石場の区域内にポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管してはならない。

義務等 知事は、採石業者が採石場の区域内に当該廃棄物を保管していると認めたときは、採
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石法に基づき、区域外に搬出するよう命ずる。

イ 採石業者は、採石場において災害が発生したときは、直ちに、その災害の状況を知

事に報告しなければならない。

(２) 採石認可の 次のとおり採石認可の基準を見直す。

基準の見直し (ア) 保全区域の幅

隣接地の利用状況のほか、掘削区域の高低差に応じて５メートル以上で規則で

定める距離以上とする。

(イ) 脱水ケーキ

採石業者は、採石場内に堆積するときは、廃土若しくは廃石と混合し、又は交
たい

互に積み上げること。また、脱水ケーキの処理については、廃棄物に該当しない

ものを除き、廃棄物の処理及び清掃に関する法律に従って処理すること。

(ウ) 跡地の防災措置に係る資金

跡地の防災措置を行うために必要な資金を確保できる場合でなければ、採石認

可をしない。

(３) 緑化に係る 知事は、跡地の防災措置のうち緑化について採石業者が配慮すべき事項に関する指針

指針 を定め、公表することができる。

(４) 認可計画の 知事は、認可計画に基づいて行われている岩石の採取が認可基準を満たしていない場

変更命令 合において、認可計画を変更すべきであると認めるときは、当該採石業者に対して、認

可計画を変更するよう命ずることができる。

(５) 改善計画の 知事は、採石業者が認可計画を遵守していないと認めたときは、採石法に基づく命令

提出命令 をする場合を除き、採石業者に対して改善計画の提出を命ずる。

(６) 鳥取県採石 鳥取県採石場安全対策審議会に、特別の事項を調査審議させるため必要があるときは、

場安全対策審議 特別委員を置く。

会

(７) その他 その他所要の規定の整備を行う。

(８) 施行期日等 ア 施行期日は、平成19年１月１日とする。

イ 所要の経過措置を講ずる。
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条 例

特別職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平成18年10月17日

鳥取県知事 片 山 善 博

鳥取県条例第63号

特別職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例

特別職の職員の給与に関する条例（昭和27年鳥取県条例第57号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中条及び項の表示に下線が引かれた条及び項（以下本則において「移動条項」という。）

に対応する同表の改正後の欄中条及び項の表示に下線が引かれた条及び項（以下本則において「移動後条項」と

いう。）が存在する場合には、当該移動条項を当該移動後条項とし、移動後条項に対応する移動条項が存在しな

い場合には、当該移動後条項（以下本則において「追加条項」という。）を加える。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（条の表示を除く。以下本則において「改正部分」という。）に対

応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分（条の表示及び追加条項を除く。以下本則において「改正後部分」

という。）が存在する場合には、当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正後部分に対応する改正部分が存在

しない場合には、当該改正後部分を加える。

改 正 後 改 正 前

第３条 知事、副知事、出納長及び常勤の監査委員（以 第３条 知事、副知事、出納長及び常勤の監査委員（以

下「知事等」という。）の受ける給与は、給料、通 下「知事等」という。）の受ける給与は、給料、通

勤手当、期末手当及び退職手当とする。 勤手当及び期末手当とする。

２～４ 略 ２～４ 略

５ 知事等の受ける退職手当の額その他退職手当の支

給に関し必要な事項は、別に条例で定める。

第４条 略 第３条の２ 略

２ 前項の規定にかかわらず、病院事業の管理者の受

ける退職手当の額その他退職手当の支給に関し必要

な事項は、別に条例で定める。

第５条 略 第４条 略

（知事による検討）

第６条 知事が第２条及び第３条に掲げる者（常勤の

監査委員を除く。）の報酬、給料及び手当の額その

他これらの者の給与に関する制度（以下「給与制度」

という。）の改正の必要性について検討するときは、

有識者による会議を開催し、その意見を聴くものと

する。

２ 前項の有識者による会議は、学識経験者又は県民
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のうち知事の指名に応じた者10人以内で構成する。

３ 知事は、有識者による会議において聴いた意見の

要点を適切な方法により公表するものとする。

４ 前３項の規定による給与制度の改正の必要性の検

討は、少なくとも２年ごとに行うものとする。

（議会による検討）

第７条 議会又はその議員が行う給与制度の改正の必

要性の検討について必要な事項は、議会が別に定め

る。

（給与の支給） （給与の支給）

第８条 略 第５条 略

第９条 第３条第５項、第４条第２項及び前条に定め 第６条 前条に定めるものの外、特別職の職員の給与

るもののほか、特別職の職員の給与の支給に関して の支給に関しては、一般職の職員の例による。

は、一般職の職員の例による。

（実施規定） （実施規定）

第10条 略 第７条 略

別表（第１条－第３条、第５条関係） 別表（第１条、第２条、第３条、第４条関係）

略 略

附 則

（施行期日）

１ この条例は、公布の日から施行する。

（鳥取県特別職報酬等審議会条例の廃止）

２ 鳥取県特別職報酬等審議会条例（昭和39年鳥取県条例第53号）は、廃止する。

（知事等の退職手当に関する条例の一部改正）

３ 知事等の退職手当に関する条例（昭和37年鳥取県条例第50号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正後の欄中下線が引かれた部分を加える。

改 正 後 改 正 前

（目的） （目的）

第１条 この条例は、地方自治法（昭和22年法律第67 第１条 この条例は、地方自治法（昭和22年法律第67

号）第204条第２項及び第３項、教育公務員特例法 号）第204条第２項及び第３項の規定により、知事、

（昭和24年法律第１号）第16条第２項並びに特別職 副知事、出納長、病院事業の管理者、常勤の監査委

の職員の給与に関する条例（昭和27年鳥取県条例第 員及び教育長の退職手当の額その他退職手当の支給

57号）第３条第５項及び第４条第２項の規定により、 に関し必要な事項を定めることを目的とする。

知事、副知事、出納長、病院事業の管理者、常勤の

監査委員及び教育長の退職手当の額その他退職手当

の支給に関し必要な事項を定めることを目的とす
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る。

（鳥取県知事等及び職員の給与の特例に関する条例の一部改正）

４ 鳥取県知事等及び職員の給与の特例に関する条例（平成17年鳥取県条例第44号）の一部を次のように改正す

る。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この項において「改正部分」という。）に対応する同表の

改正後の欄中下線が引かれた部分（以下この項において「改正後部分」という。）が存在する場合には、当該

改正部分を当該改正後部分に改め、改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には、当該改正後部分を

加える。

改 正 後 改 正 前

（病院事業の管理者の給与の額の特例） （病院事業の管理者の給与の額の特例）

第４条 特例期間における病院事業の管理者の給与 第４条 特例期間における病院事業の管理者の給与

（退職手当を除く。以下この項において同じ。）の （退職手当を除く。以下この項において同じ。）の

額は、特別職給与条例第４条の規定にかかわらず、 額は、特別職給与条例第３条の２の規定にかかわら

第７条の規定により職員の給与に関する条例（昭和 ず、第７条の規定により職員の給与に関する条例（昭

26年鳥取県条例第３号。以下「職員給与条例」とい 和26年鳥取県条例第３号。以下「職員給与条例」と

う。）第３条第１項第１号に規定する行政職給料表 いう。）第３条第１項第１号に規定する行政職給料

の適用を受ける者のうちその職務の級が９級である 表の適用を受ける者のうちその職務の級が９級であ

もの（次項において「９級職務者」という。）に特 るもの（次項において「９級職務者」という。）に

例期間において支給することとされる給与の額の例 特例期間において支給することとされる給与の額の

により知事が定める。 例により知事が定める。

２ 略 ２ 略

（委員会の委員等の報酬の額の特例） （委員会の委員等の報酬の額の特例）

第５条 特例期間における特別職給与条例別表の左欄 第５条 特例期間における特別職給与条例別表の左欄

に掲げる者（議会の議員、知事等、常勤の監査委員、 に掲げる者（議会の議員、知事等、常勤の監査委員、

専門委員、附属機関（鳥取県男女共同参画推進員を 専門委員、附属機関（鳥取県男女共同参画推進員を

除く。）の委員その他の構成員、選挙長、選挙分会 除く。）の委員その他の構成員、選挙長、選挙分会

長及び選挙立会人並びに審査分会長及び審査分会立 長及び選挙立会人並びに審査分会長及び審査分会立

会人を除く。）の報酬の額は、特別職給与条例第５ 会人を除く。）の報酬の額は、特別職給与条例第４

条第１項の規定にかかわらず、同表の右欄に定める 条第１項の規定にかかわらず、同表の右欄に定める

額から当該額に100分の５を乗じて得た額を減じた 額から当該額に100分の５を乗じて得た額を減じた

額とする。 額とする。

（職員の給与の額の特例） （職員の給与の額の特例）

第７条 特例期間における職員給与条例第３条第１項 第７条 特例期間における職員給与条例第３条第１項

各号に掲げる給料表のいずれかの適用を受ける職員 各号に掲げる給料表のいずれかの適用を受ける職員

（職員給与条例第４条の２に規定する短時間勤務職 （職員給与条例第４条の２に規定する短時間勤務職

員を含む。以下「給料表適用職員」という。）の給 員を含む。以下「給料表適用職員」という。）の給

料月額（職員の給与に関する条例等の一部を改正す 料月額は、職員給与条例第３条第１項、第４条第11

る条例（平成18年鳥取県条例第43号）附則第７条（以 項及び第４条の２の規定にかかわらず、これらの規

下「改正附則第７条」という。）の規定により支給 定により定められた額（次項において「給料基礎額」
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される給料の額を含む。以下同じ。）は、職員給与 という。）から当該額に次の各号に掲げる職員の区

条例第３条第１項、第４条第11項及び第４条の２並 分に応じ、当該各号に定める割合（以下「特定割合」

びに改正附則第７条の規定にかかわらず、これらの という。）を乗じて得た額（当該額に１円未満の端

規定に定める額（次項において「給料基礎額」とい 数が生じたときは、これを切り捨てた額）を減じた

う。）から当該額に次の各号に掲げる職員の区分に 額とする。

応じ、当該各号に定める割合（以下「特定割合」と

いう。）を乗じて得た額（当該額に１円未満の端数

が生じたときは、これを切り捨てた額）を減じた額

とする。

(１)～(３) 略 (１)～(３) 略

２～６ 略 ２～６ 略

（任期付研究員の給与の額の特例） （任期付研究員の給与の額の特例）

第８条 特例期間における任期付研究員の採用等に関 第８条 特例期間における任期付研究員の採用等に関

する条例（平成13年鳥取県条例第４号。以下「任期 する条例（平成13年鳥取県条例第４号。以下「任期

付研究員条例」という。）第４条の規定により任期 付研究員条例」という。）第４条の規定により任期

を定めて採用された職員（以下「任期付研究員」と を定めて採用された職員（以下「任期付研究員」と

いう。）の給料月額は、任期付研究員条例第６条第 いう。）の給料月額は、任期付研究員条例第６条第

１項、第２項及び第４項並びに改正附則第７条の規 １項、第２項及び第４項の規定にかかわらず、これ

定にかかわらず、これらの規定に定める額から当該 らの規定に定める額から当該額に100分の４を乗じ

額に100分の４を乗じて得た額を減じた額とする。 て得た額を減じた額とする。ただし、前条第２項第

ただし、前条第２項第１号又は第２号に掲げる額の １号又は第２号に掲げる額の算出の基礎となる給料

算出の基礎となる給料月額は、これらの規定に定め 月額は、これらの規定に定める額とする。

る額とする。

２～４ 略 ２～４ 略

（特定任期付職員の給与の額の特例） （特定任期付職員の給与の額の特例）

第９条 特例期間における任期付職員の採用等に関す 第９条 特例期間における任期付職員の採用等に関す

る条例（平成14年鳥取県条例第67号。以下「任期付 る条例（平成14年鳥取県条例第67号。以下「任期付

職員条例」という。）第７条第１項に規定する特定 職員条例」という。）第７条第１項に規定する特定

任期付職員（以下「特定任期付職員」という。）の 任期付職員（以下「特定任期付職員」という。）の

給料月額は、任期付職員条例第７条第１項及び第３ 給料月額は、任期付職員条例第７条第１項及び第３

項並びに改正附則第７条の規定にかかわらず、これ 項の規定にかかわらず、これらの規定に定める額か

らの規定に定める額から当該額に100分の４を乗じ ら当該額に100分の４を乗じて得た額を減じた額と

て得た額を減じた額とする。ただし、第７条第２項 する。ただし、第７条第２項第１号又は第３号に掲

第１号又は第３号に掲げる額の算出の基礎となる給 げる額の算出の基礎となる給料月額は、これらの規

料月額は、これらの規定に定める額とする。 定に定める額とする。

２～４ 略 ２～４ 略
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特定地域等の振興を促進するための県税の課税の特例に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平成18年10月17日

鳥取県知事 片 山 善 博

鳥取県条例第64号

特定地域等の振興を促進するための県税の課税の特例に関する条例の一部を改正する条例

特定地域等の振興を促進するための県税の課税の特例に関する条例（平成12年鳥取県条例第61号）の一部を次

のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下「改正部分」という。）に対応する同表の改正後の欄中下線

が引かれた部分（以下「改正後部分」という。）が存在する場合には、当該改正部分を当該改正後部分に改め、

改正部分に対応する改正後部分が存在しない場合には、当該改正部分を削り、改正後部分に対応する改正部分が

存在しない場合には、当該改正後部分を加える。

改 正 後 改 正 前

（目的） （目的）

第１条 この条例は、農村地域工業等導入促進法（昭 第１条 この条例は、農村地域工業等導入促進法（昭

和46年法律第112号。以下「農工法」という。）、中 和46年法律第112号。以下「農工法」という。）、中

心市街地の活性化に関する法律（平成10年法律第92 心市街地における市街地の整備改善及び商業等の活

号。以下「中心市街地法」という。）及び過疎地域 性化の一体的推進に関する法律（平成10年法律第92

自立促進特別措置法（平成12年法律第15号。以下「過 号。以下「中心市街地法」という。）及び過疎地域

疎法」という。）に定める目的の達成並びに本県に 自立促進特別措置法（平成12年法律第15号。以下「過

おける企業立地の促進に資するため、地方税法（昭 疎法」という。）に定める目的の達成並びに本県に

和25年法律第226号）第６条の規定による県税の課 おける企業立地の促進に資するため、地方税法（昭

税免除及び不均一課税について必要な事項を定める 和25年法律第226号）第６条の規定による県税の課

ものとする。 税免除及び不均一課税について必要な事項を定める

ものとする。

（中心市街地における不動産取得税の不均一課税） （中心市街地における不動産取得税の不均一課税）

第４条 中心市街地法第９条第10項に規定する認定基 第４条 中心市街地法第６条第１項に規定する基本計

本計画の公表の日（その日が中心市街地の活性化に 画に係る同条第６項に規定する公表の日（その日が

関する法律第48条の地方税の不均一課税に伴う措置 中心市街地における市街地の整備改善及び商業等の

が適用される場合等を定める省令（平成11年自治省 活性化の一体的推進に関する法律第34条の地方税の

令第９号。以下「中心市街地法省令」という。）第 不均一課税に伴う措置が適用される場合等を定める

３条に規定する期間内であるものに限る。以下この 省令（平成11年自治省令第９号。以下「中心市街地

条において「公表日」という。）から起算して３年 法省令」という。）第３条に規定する期間内である

内に、中心市街地法省令第２条第１項に規定する商 ものに限る。以下この条において「公表日」という。）

業基盤施設（以下「商業基盤施設」という。）を設 から起算して３年内に、中心市街地法省令第２条第

置した者については、当該商業基盤施設の用に供す １項に規定する商業基盤施設（以下「商業基盤施設」

る家屋（当該商業基盤施設の用に供する部分に限る という。）を設置した者に対しては、当該商業基盤

ものとし、事務所、宿舎又は宿泊施設、遊技施設、 施設の用に供する家屋（当該商業基盤施設の用に供

飲食店、喫茶店若しくは物品販売施設のうちその利 する部分に限るものとし、事務所、宿舎又は宿泊施

用について対価若しくは負担として支払うべき金額 設、遊技施設、飲食店、喫茶店若しくは物品販売施
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の定めのある施設に係るものを除く。）又はその敷 設のうちその利用について対価若しくは負担として

地である土地の取得（公表日以後の取得に限り、か 支払うべき金額の定めのある施設に係るものを除

つ、土地の取得については、その取得の日の翌日か く。）又はその敷地である土地の取得（公表日以後

ら起算して１年以内に当該土地を敷地とする当該家 の取得に限り、かつ、土地の取得については、その

屋の建設の着手があった場合における当該土地の取 取得の日の翌日から起算して１年以内に当該土地を

得に限る。）に対して課する不動産取得税の税率は、 敷地とする当該家屋の建設の着手があった場合にお

鳥取県税条例（平成13年鳥取県条例第10号。以下「県 ける当該土地の取得に限る。）に対して課する不動

税条例」という。）第79条の規定にかかわらず、100 産取得税の税率は、鳥取県税条例（平成13年鳥取県

分の0.4とする。 条例第10号。以下「県税条例」という。）第79条の

規定にかかわらず、100分の0.4とする。

（企業立地の促進のための不動産取得税の不均一課税）（企業立地の促進のための不動産取得税の不均一課税）

第５条 略 第５条 略

２ 前項の対象事業とは、次に掲げる業種及び鳥取県 ２ 前項の対象事業とは、次に掲げる業種に属する事

企業立地等事業助成条例（平成15年鳥取県条例第４ 業その他地域経済の活性化に特に寄与するものとし

号）第２条第１項第２号アに定める業種に属する事 て知事が別に定める基準に該当する事業をいう。

業をいう。

(１)～(５) 略 (１)～(５) 略

（課税免除の届出等） （課税免除の届出等）

第６条 第２条又は第３条第１項の規定により県税の 第６条 第２条又は第３条第１項の規定により県税の

課税を受けないこととなる者は、次に掲げる事項を 課税を受けないこととなる者は、次に掲げる事項を

記載した届出書を、個人にあっては第２条に規定す 記載した届出書を、個人にあっては第２条に規定す

る設備若しくは特別償却設備（以下この条において る設備若しくは特別償却設備（以下この条において

「対象設備」という。）又はその敷地である土地を 「対象設備」という。）又はその敷地である土地を

事業の用に供した日の属する年の翌年の３月15日又 事業の用に供した日の属する年の翌年の３月15日又

は県税条例第７条第１項若しくは第２項の規定によ は県税条例第７条第１項若しくは第２項の規定によ

り延長された事業税の申告期限（以下「延長申告期 り延長された事業税の申告期限（以下「延長申告期

限」という。）までに、法人にあっては対象設備又 限」という。）までに、法人にあっては対象設備又

はその敷地である土地を事業の用に供した日の属す はその敷地である土地を事業の用に供した日の属す

る事業年度に係る県税条例第60条の表第１号から第 る事業年度に係る県税条例第60条の表第１号から第

４号までに規定する期間（以下「法人事業税申告納 ４号までに規定する期間（以下「法人事業税申告納

付期間」という。）の末日又は延長申告期限までに、 付期間」という。）の末日又は延長申告期限までに、

知事（地方自治法（昭和22年法律第67号）第153条 知事に提出しなければならない。

第１項の規定により知事の権限が委任されている場

合にあっては、当該委任を受けた県税事務所設置条

例（昭和25年鳥取県条例第26号）第２条の規定によ

り設置される県税事務所の長。以下同じ。）に提出

しなければならない。

(１)～(５) 略 (１)～(５) 略

２及び３ 略 ２及び３ 略

附 則

この条例は、公布の日から施行する。
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鳥取県税条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平成18年10月17日

鳥取県知事 片 山 善 博

鳥取県条例第65号

鳥取県税条例の一部を改正する条例

鳥取県税条例（平成13年鳥取県条例第10号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。

改 正 後 改 正 前

（法人税割の税率） （法人税割の税率）

第40条 法人税割の税率は、次の表の法人税割の欄 第40条 法人税割の税率は、次の表の法人税割の欄

に掲げる区分に応じ、それぞれ同表の税率の欄に に掲げる区分に応じ、それぞれ同表の税率の欄に

定める率とする。 定める率とする。

法 人 税 割 税 率 法 人 税 割 税 率

(１) (２)に掲げる法人税割以外の 100分の５ (１) (２)に掲げる法人税割以外の 100分の５

法人税割 法人税割

(２) 平成19年４月１日 ア イに掲 1 0 0 分 の (２) 平成９年４月１日 ア イに掲 1 0 0 分 の

から平成24年３月31日 げる法人 5.8 から平成19年３月31日 げる法人 5.8

までの間（以下この表 税割以外 までの間（以下この表 税割以外

において「特例期間」 の法人税 において「特例期間」 の法人税

という。）に終了する 割 という。）に終了する 割

各事業年度分及び各計 各事業年度分及び各計

算期間（第55条第１項 算期間（第55条第１項

の表(２)に規定する計 イ 中小法 100分の５ の表(２)に規定する計 イ 中小法 100分の５

算期間をいう。）分の 人等に対 算期間をいう。）分の 人等に対

法人税割並びに特例期 する各事 法人税割並びに特例期 する各事

間内における解散（合 業年度分 間内における解散（合 業年度分

併による解散を除く。） の法人税 併による解散を除く。） の法人税

による清算所得に対す 割及び清 による清算所得に対す 割及び清

る法人税額に係る法人 算所得に る法人税額に係る法人 算所得に

税割（清算中の各事業 係る法人 税割（清算中の各事業 係る法人

年度に係る法人税額及 税割 年度に係る法人税額及 税割

び残余財産の一部分配 び残余財産の一部分配

により納付すべき法人 により納付すべき法人

税額に係る法人税割を 税額に係る法人税割を

含む。以下この表にお 含む。以下この表にお

いて「清算所得に係る いて「清算所得に係る

法人税割」という。） 法人税割」という。）

２～６ 略 ２～６ 略
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附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成19年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ 改正後の鳥取県税条例第40条第１項の規定は、平成19年４月１日以後に終了する各事業年度分及び各計算期

間分の法人税割並びに同日以後の解散による清算所得に対する法人税額に係る法人税割（清算中の各事業年度

に係る法人税額及び残余財産の一部分配により納付すべき法人税額に係る法人税割を含む。以下同じ。）につ

いて適用し、同日前に終了した各事業年度分及び各計算期間分の法人税割並びに同日前の解散による清算所得

に対する法人税額に係る法人税割については、なお従前の例による。
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鳥取県国民健康保険財政調整交付金条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平成18年10月17日

鳥取県知事 片 山 善 博

鳥取県条例第66号

鳥取県国民健康保険財政調整交付金条例の一部を改正する条例

鳥取県国民健康保険財政調整交付金条例（平成17年鳥取県条例第66号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正後の欄中下線が引かれた部分を加える。

改 正 後 改 正 前

（調整交付金の種類） （調整交付金の種類）

第３条 略 第３条 略

２ 普通調整交付金は、次に掲げるものの市町村間に ２ 普通調整交付金は、次に掲げるものの市町村間に

おける格差を勘案して、各市町村に対し、知事（地 おける格差を勘案して、各市町村に対し、知事が別

方自治法（昭和22年法律第67号）第153条第１項の に定めるところにより交付する。

規定により知事の権限に属する事務が委任されてい

る場合にあっては、当該委任を受けた鳥取県部等設

置条例（平成６年鳥取県条例第５号）第１条の規定

により設置される福祉保健部の長。以下同じ。）が

調整交付金交付要綱で別に定めるところにより交付

する。

(１) 略 (１) 略

(２) 次に掲げる額の合算額 (２) 次に掲げる額の合算額

ア 一般被保険者に係る療養の給付（法第36条第 ア 一般被保険者に係る療養の給付（法第36条第

１項に規定する療養の給付をいう。）に要する １項に規定する療養の給付をいう。）に要する

費用の額から当該給付に係る一部負担金（法第 費用の額から当該給付に係る一部負担金（法第

42条第１項に規定する一部負担金をいう。）に 42条第１項に規定する一部負担金をいう。）に

相当する額を控除した額、入院時食事療養費 相当する額を控除した額、入院時食事療養費

（法第52条第１項に規定する入院時食事療養費 （法第52条第１項に規定する入院時食事療養費

をいう。）、入院時生活療養費（法第52条の２第 をいう。）、特定療養費（法第53条第１項に規定

１項に規定する入院時生活療養費をいう。）、保 する特定療養費をいう。）、療養費（法第54条第

険外併用療養費（法第53条第１項に規定する保 １項及び第２項に規定する療養費をいう。）、訪

険外併用療養費をいう。）、特定療養費（健康保 問看護療養費（法第54条の２第１項に規定する

険法等の一部を改正する法律（平成18年法律第 訪問看護療養費をいう。）、特別療養費（法第54

83号）第11条の規定による改正前の法第53条第 条の３第１項に規定する特別療養費をいう。）、

１項に規定する特定療養費をいう。）、療養費（法 移送費（法第54条の４第１項に規定する移送費

第54条第１項及び第２項に規定する療養費をい をいう。）及び高額療養費（法第57条の２第１

う。）、訪問看護療養費（法第54条の２第１項に 項に規定する高額療養費をいう。）の支給に要

規定する訪問看護療養費をいう。）、特別療養費 する費用の額、老人保健医療費拠出金（政令第

（法第54条の３第１項に規定する特別療養費を ２条第１項第２号に規定する老人保健医療費拠

いう。）、移送費（法第54条の４第１項に規定す 出金をいう。）の納付に要する費用の額から退

る移送費をいう。）及び高額療養費（法第57条 職被保険者等に係る負担調整前老人保健医療費



- 14 -

平成18年10月17日 火曜日 鳥 取 県 公 報 号外第149号

の２第１項に規定する高額療養費をいう。）の 拠出金相当額（同号に規定する退職被保険者等

支給に要する費用の額、老人保健医療費拠出金 に係る負担調整前老人保健医療費拠出金相当額

（政令第２条第１項第２号に規定する老人保健 をいう。）を控除した額並びにその他の国民健

医療費拠出金をいう。）の納付に要する費用の 康保険事業に要する費用の額の合算額

額から退職被保険者等に係る負担調整前老人保

健医療費拠出金相当額（同号に規定する退職被

保険者等に係る負担調整前老人保健医療費拠出

金相当額をいう。）を控除した額並びにその他

の国民健康保険事業に要する費用の額の合算額

イ 略 イ 略

３ 特別調整交付金は、国民健康保険事業の運営の安 ３ 特別調整交付金は、国民健康保険事業の運営の安

定化に資する事業を実施し、又はその他国民健康保 定化に資する事業を実施し、又はその他国民健康保

険の財政に影響を与える特別な事情がある市町村に 険の財政に影響を与える特別な事情がある市町村に

対し、知事が調整交付金交付要綱で別に定めるとこ 対し、知事が別に定めるところにより交付する。

ろにより交付する。

４～６ 略 ４～６ 略

附 則

この条例は、公布の日から施行する。
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鳥取県採石条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平成18年10月17日

鳥取県知事 片 山 善 博

鳥取県条例第67号

鳥取県採石条例の一部を改正する条例

鳥取県採石条例（平成15年鳥取県条例第72号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中条、項及び号の表示に下線が引かれた条、項及び号（以下「移動条項等」という。）に

対応する同表の改正後の欄中条、項及び号の表示に下線が引かれた条、項及び号（以下「移動後条項等」という。）

が存在する場合には、当該移動条項等を当該移動後条項等とし、移動条項等に対応する移動後条項等が存在しな

い場合には、当該移動条項等（以下「削除条項等」という。）を削り、移動後条項等に対応する移動条項等が存

在しない場合には、当該移動後条項等（以下「追加条項等」という。）を加える。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（条、項及び号の表示、削除条項等並びに別表の表示を除く。以下

「改正部分」という。）に対応する次の表の改正後の欄中下線が引かれた部分（条、項及び号の表示、追加条項

等並びに別表の表示を除く。以下「改正後部分」という。）が存在する場合には、当該改正部分を当該改正後部

分に改め、改正部分に対応する改正後部分が存在しない場合には、当該改正部分を削り、改正後部分に対応する

改正部分が存在しない場合には、当該改正後部分を加える。

次の表の改正前の欄中別表の表示に下線が引かれた別表（以下「移動別表」という。）に対応する次の表の改

正後の欄中別表の表示に下線が引かれた別表（以下「移動後別表」という。）が存在する場合には、当該移動別

表を当該移動後別表とし、移動後別表に対応する移動別表が存在しない場合には、当該移動後別表を加える。

次の表の改正後の欄の表中太線で囲まれた部分を加える。

改 正 後 改 正 前

（目的） （目的）

第１条 この条例は、採石法（昭和25年法律第291号。 第１条 この条例は、採石法（昭和25年法律第291号。

以下「法」という。）、採石法施行令（昭和46年政 以下「法」という。）、採石法施行令（昭和25年政

令第279号）及び採石法施行規則（昭和26年通商産 令第279号）及び採石法施行規則（昭和26年通商産

業省令第６号）に定めるもののほか、採石業者が遵 業省令第６号）に定めるもののほか、採石業者が遵

守すべき事項、知事がその指導監督を行う際の基準 守すべき事項、知事がその指導監督を行う際の基準

等を定め、もって、採石に伴う災害を防止し、併せ 等を定め、もって、採石に伴う災害を防止し、併せ

て採石業の健全な発達を図ることを目的とする。 て採石業の健全な発達を図ることを目的とする。

（県の責務） （県の責務）

第３条 県は、採石に関係する法令、この条例及びこ 第３条 県は、採石に関係する法令、この条例及び採

の条例に基づく規則（以下「関係規程」という。） 石に関するその他の規程（以下「関係規程」という。）

に定める基準に基づき、採石業者に対して適切な指 に定める基準に基づき、採石業者に対して適切な指

導監督を行い、採石に伴う災害を防止し、採石業の 導監督を行い、採石に伴う災害を防止し、採石業の

健全な発達を図るものとする。 健全な発達を図るものとする。

（採石業者の義務） （採石業者の責務）

第４条 略 第４条 略

２ 採石業者は、採石場（法第33条に規定する岩石採
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取場をいう。以下同じ。）の区域内にポリ塩化ビフ

ェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置

法（平成13年法律第65号）第２条第１項に規定する

ポリ塩化ビフェニル廃棄物を保管してはならない。

３ 採石業者は、採石場において災害が発生したとき

は、直ちに、その災害の状況を知事（地方自治法（昭

和22年法律第67号）第153条第１項の規定により知

事の権限に属する事務が委任されている場合にあっ

ては、当該委任を受けた鳥取県部等設置条例（平成

６年鳥取県条例第５号）第１条の規定により設置さ

れる県土整備部の長、鳥取県総合事務所設置条例（平

成15年鳥取県条例第40号）第１条の規定により設置

される総合事務所の長又は同部を構成する内部組織

の長。以下同じ。）に報告しなければならない。

（採石認可の基準） （採石認可の基準）

第５条 略 第５条 略

２ 前項の審査は、法第33条の４及び次条の規定によ ２ 前項の審査は、法第33条の４及び次条の規定によ

るほか、別表第１に定める基準に従って行うものと るほか、別表に定める基準に従って行うものとする。

する。

３ 知事は、採石認可を行おうとする場合において、 ３ 知事は、採石認可を行おうとする場合において、

認可申請に係る採石場が次の各号のいずれかに該当 認可申請に係る採石場（法第33条に規定する岩石採

するときは、あらかじめ鳥取県採石場安全対策審議 取場をいう。以下同じ。）が次の各号のいずれかに

会の意見を聴くものとする。 該当するときは、あらかじめ鳥取県採石場安全対策

審議会の意見を聴くものとする。

(１)及び(２) 略 (１)及び(２) 略

（跡地の防災措置の履行確保） （跡地の防災措置の履行確保）

第６条 知事は、認可申請をした採石業者が次に掲げ 第６条 知事は、認可申請をした採石業者が次に掲げ

る条件に適合し、採石の跡地について採石を行った る条件に適合し、採石の跡地について採石を行った

ことにより生ずる災害を防止するため必要な措置 ことにより生ずる災害を防止するため必要な措置

（以下「跡地の防災措置」という。）を確実に行う （以下「跡地の防災措置」という。）を確実に行う

と見込まれる場合でなければ、採石認可をしないも と見込まれる場合でなければ、採石認可をしないも

のとする。 のとする。

(１) 当該採石業者が当該認可申請をする以前に知 (１) 当該採石業者が当該認可申請をする以前に知

事から採石認可を受けた採石場であって当該認可 事から採取認可を受けた他の採石場であって当該

申請をする際現に採石を行っているものがあると 認可申請をする際現に採石を行っているものがあ

きは、その中に当該採石場について採石を行った るときは、その中に当該採石場について採石を行

ため災害が発生する可能性が高まっているものが ったため災害が発生する可能性が高まっているも

ないこと。 のがないこと。

(２) 当該採石業者が当該認可申請をする以前に知 (２) 当該採石業者が当該認可申請をする以前に知

事から採石認可を受けた採石場であって既に採石 事から採石認可を受けた他の採石場であって既に

のための掘削が終了しているものがあるときは、 採石のための掘削が終了しているものがあるとき

その中に当該採石場の跡地の防災措置が行われて は、その中に当該採石場の跡地の防災措置が行わ

いないものがないこと。 れていないものがないこと。
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(３) 当該採石業者が跡地の防災措置を行うために

必要な資金を確保できること。

(４) 略 (３) 略

２ 知事は、跡地の防災措置のうち緑化について採石

業者が配慮すべき事項に関する指針を定め、公表す

ることができる。

（変更認可等） （変更認可等）

第７条 法第33条の５第１項ただし書に規定する軽微 第７条 採石業者は、法第33条の５第１項の規定によ

な変更は、別表第２のとおりとする。 る変更の認可を受けようとするときは、当該変更が

採石の期間の延長に係るものである場合にあっては

当該期間が満了する日の２月前までに、その他の場

合にあっては当該変更を行おうとする日の２月前ま

でに、知事に申請しなければならない。

２ 法第33条の５第１項本文の規定による変更の認可 ２ 採石業者は、法第33条の５第１項ただし書の経済

に係る審査は、同条第３項において準用する法第33 産業省令で定める軽微な変更を行おうとするとき

条の４及び前条の規定によるほか、別表第１に定め は、当該変更を行おうとする日の７日前までに、同

る基準に従って行うものとする。 条第２項の規定により知事に届け出なければならな

い。

３ 知事は、法第33条の５第１項本文の規定による変 ３ 知事は、第１項に規定する変更の認可を行おうと

更の認可を行おうとする場合において、当該変更が する場合において、当該変更が次の各号のいずれか

次の各号のいずれかに該当するときは、あらかじめ に該当するときは、あらかじめ鳥取県採石場安全対

鳥取県採石場安全対策審議会の意見を聴くものとす 策審議会の意見を聴くものとする。

る。

(１)～(３) 略 (１)～(３) 略

（変更命令）

第８条 知事は、認可計画に基づいて行われている岩

石の採取が別表第１に定める基準を満たしていない

場合において、認可計画を変更すべきであると認め

るときは、当該採石業者に対し、法第33条の９の規

定に基づき、当該認可計画を変更するよう命ずるこ

とができる。

（認可計画の不遵守等に対する監督命令） （認可計画の不遵守等に対する指導監督）

第９条 知事は、採石業者が認可計画を遵守していな 第８条 知事は、採石業者が認可計画を遵守していな

いと認めた場合において、次の各号のいずれにも該 いことを確認したとき（次条第３号又は第４号に該

当しないときは、当該採石業者に対し、当該不遵守 当するときを除く。）は、必要に応じて、当該採石

に係る事項を速やかに認可計画に適合させるための 業者に対して、当該不遵守に係る事項を速やかに認

計画（以下「改善計画」という。）の提出を命ずる 可計画に適合するよう改善するための計画（以下「改

ものとする。 善計画」という。）を提出するよう、当該確認をし

た日から起算して３日以内に指導するものとする。

(１) 災害が発生する可能性が高まっていると認め

られるため、法第33条の13第１項の規定に基づく
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命令をするとき。

(２) 次のいずれかに該当するため、法第33条の13

第２項の規定に基づく命令をするとき。

ア 認可計画に定める保全区域（隣接地との境界

から掘削区域までの間に、災害の防止のために

確保する掘削をしない区域をいう。以下同じ。）

を掘削したこと。

イ 認可計画に定める最終掘削面を超えて掘削

し、その超える区域が認可計画に定める掘削区

域の３割に相当する面積以上であること。

ウ その他規則で定める重大な認可計画の不遵守

が認められること。

(３) 前条の規定に該当するため、法第33条の９の

規定に基づく命令をするとき。

２ 前項の規定により改善計画の提出を命ぜられた採 ２ 前項の規定に基づく指導を受けた採石業者は、当

石業者は、当該提出を命ぜられた日から起算して７ 該指導のあった日から起算して７日以内に、当該指

日以内に、当該改善計画を知事に提出しなければな 導に係る改善計画を知事に提出しなければならな

らない。 い。

３ 知事は、採石業者が前項の規定に基づき改善計画 ３ 知事は、採石業者が前項の規定に基づき改善計画

を提出したときは、当該提出を受けた日から起算し を提出したときは、当該提出を受けた日から起算し

て５日以内に、これを承認し、又は５日以内の期限 て５日以内に、これを承認し、又は５日以内の期限

を付して補正を命ずるものとする。 を付して補正を命じるものとする。

第10条 知事は、採石業者が次の各号のいずれかに該 第９条 知事は、採石業を行う者が次のいずれかに該

当するときは、当該採石業者に対し、法第33条の13 当するときは、当該採石業を行う者に対して、法第

第２項の規定に基づき、採石に伴う災害の防止のた 33条の13第２項の規定に基づき、採石に伴う災害の

めに必要な措置をとるよう命ずるものとする。 防止のために必要な措置をとるよう命じるものとす

る。

(１) 業者登録を受けないで採石を行ったとき。

(２) 採石認可を受けないで採石を行ったとき。

(３) 認可計画に定める掘削区域外の土地を当該掘

削区域の面積の３割に相当する面積を超えて採石

を行ったとき。

(４) 認可計画に定めた事項のうち、別表の６の項

に定める事項を遵守しないで採石を行ったため、

災害が発生する可能性が高まっていると認められ

るとき。

(１) 前条第２項の規定による改善計画の提出をし (５) 前条第２項の規定に基づく改善計画の提出を

なかったとき。 せず、又は改善計画に従って改善をしなかったと

き。

(２) 前条第２項の規定により提出された改善計画

（同条第３項の規定により命ぜられた改善計画の

補正をしたときは、その補正後のもの）に従って

不遵守に係る事項を認可計画に適合させなかった

とき。
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(３) 前条第３項の規定により命ぜられた改善計画 (６) 前条第３項の規定に基づき命じられた改善計

の補正をしなかったとき。 画の補正をしなかったとき。

２ 知事は、採石業者が第４条第２項の規定に違反し

ていると認めたときは、当該採石業者に対し、法第

33条の13第１項の規定に基づき、第４条第２項に規

定する廃棄物を採石場の区域外に搬出するよう命ず

るものとする。

３ 知事は、第１項の規定により命令を行おうとする ２ 知事は、前項の規定により命令を行おうとする場

場合において、必要があると認めるときは、あらか 合において、必要があると認めるときは、あらかじ

じめ鳥取県採石場安全対策審議会の意見を聴くもの め鳥取県採石場安全対策審議会の意見を聴くものと

とする。 する。

（業務報告等） （業務報告等）

第11条 略 第10条 略

２～５ 略 ２～５ 略

６ 知事は、前項の規定による立入検査により、当該 ６ 知事は、前項の規定による立入検査により、当該

採石業者が法第32条の８又は第33条の10に規定する 採石業者が法第32条の８又は第33条の10に規定する

場合に該当することとなっていることが確認された 場合に該当することとなっていることが確認された

ときは、速やかに、法第32条の11の規定に基づきそ ときは、速やかに、法第32条の11の規定に基づきそ

の業者登録を消除し、又は当該採石業者に対して法 の業者登録を消除し、又は当該採石業者に対して法

第33条の13若しくは第33条の17の規定に基づき災害 第33条の13若しくは第33条の17の規定に基づき災害

の防止のために必要な措置若しくは設備をするよう の防止のために必要な措置若しくは設備をするよう

命ずるものとする。 命じるものとする。

７ 略 ７ 略

（鳥取県採石場安全対策審議会） （鳥取県採石場安全対策審議会）

第12条 次に掲げる事務を行わせるため、鳥取県採石 第11条 次に掲げる事務を行わせるため、鳥取県採石

場安全対策審議会（以下「審議会」という。）を設 場安全対策審議会（以下「審議会」という。）を設

置する。 置する。

(１) 第５条第３項、第７条第３項、第10条第３項 (１) 第５条第３項、第７条第３項、第９条第２項

及び前条第７項の規定により、知事に意見を述べ 及び前条第７項の規定により、知事に意見を述べ

ること。 ること。

(２) 略 (２) 略

２ 略 ２ 略

３ 審議会に、特別の事項を調査審議させるため必要

があるときは、特別委員を置くことができる。

４ 委員及び特別委員は、採石、地質、環境等に関し、 ３ 委員は、採石、地質、環境等に関し、学識経験を

学識経験を有する者のうちから、知事が任命する。 有する者のうちから知事が任命する。

５ 略

６ 略 ４ 略

７ 特別委員は、その者の任命に係る当該特別の事項 ５ 略

の調査審議が終了したときは、解任されるものとす

る。

８ 略 ６ 略
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（認可状況の公表） （認可状況の公表）

第13条 知事は、採石認可（法第33条の５第１項本文 第12条 知事は、採石認可（法第33条の５第１項の規

の規定による変更の認可を含む。）をしたときは、 定による変更の認可を含む。）をしたときは、速や

速やかに公表するものとする。 かに公表するものとする。

（権限の委任）

第13条 この条例に規定する知事の権限に属する事務

は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第153条の

規定に基づき、別に定めるところにより、知事の権

限に属する事務を処理するための組織を構成する機

関の長に委任する。

別表第１（第５条、第７条、第８条関係） 別表（第５条関係）

採石認可の基準 採石認可の基準

項 目 基 準 項 目 基 準

１ 採石場の区 (１)及び(２) 略 １ 採石場の区 (１)及び(２) 略

域 (３) 採石場の区域と隣接地と 域 (３) 採石場の区域と隣接地と

の境界及び掘削区域と保全区 の境界及び掘削区域と保全区

域との境界が、規則で定める 域（隣接地との境界から掘削

適切な方法により明示されて 区域までの間に、災害の防止

いること。 のために確保する掘削をしな

い区域をいう。以下同じ。）

との境界が、規則で定める適

切な方法により明示されてい

ること。

２ 採取をする (１)及び(２) 略 ２ 採取をする (１)及び(２) 略

岩石の種類及 (３) 採取の期間は、３年（認 岩石の種類及 (３) 採取の期間は、知事が特

び数量並びに 可申請をした日の直前に受け び数量並びに に必要と認める場合を除き、

その採取の期 た当該採石場の採石認可に係 その採取の期 ５年を超えないものとし、採

間 る採取の期間中、次のいずれ 間 取をする岩石の数量に応じ、

にも該当すると認めるとき 採石及び跡地の防災措置が適

は、５年）を超えないものと 切に行えるものであること。

し、採取をする岩石の数量に

応じ、採石及び跡地の防災措

置が適切に行えるものである

こと。

ア 第９条第１項の規定によ

る改善計画の提出を命ぜら

れず、又は当該改善計画の

提出を命ぜられた場合にあ

っては、提出した改善計画

（同条第３項の規定により
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命ぜられた改善計画の補正

をしたときは、その補正後

のもの）に従って不遵守に

係る事項を認可計画に適合

させたこと。

イ 法第33条の９の規定に基

づく命令を受けず、又は当

該命令を受けた場合にあっ

ては、その命令に従ったこ

と。

ウ 法第33条の13の規定に基

づく命令を受けず、又は当

該命令を受けた場合にあっ

ては、その命令に従ったこ

と。

３及び４ 略 ３及び４ 略

５ 採取の方法 略 ５ 採石の方法 略

及び採取のた 及び採取のた

めの設備その めの設備その

他の施設に関 他の施設に関

する事項 する事項

６ 採石に伴う (１) 採石場への関係者以外の ６ 採石に伴う (１) 採石場への関係者以外の

災害の防止の 進入、土砂崩れ、騒音等（騒 災害の防止の 進入、土砂崩れ、騒音等（騒

ための方法及 音、振動、粉じん又は飛石を ための方法及 音、振動、粉じん又は飛石を

び施設に関す いう。以下同じ。）、廃土又 び施設に関す いう。以下同じ。）、廃土又は

る事項 は廃石の流出等の防止、保全 る事項 廃石の流出等の防止、保全区

区域の設定、火薬の使用、採 域の設定、火薬の使用、採取

取をした岩石の管理等につい をした岩石の管理等について、

て、次に掲げる事項が定めら 次に掲げる事項が定められて

れていること。 いること。

ア及びイ 略 ア及びイ 略

ウ 掘削区域と隣接地の境界 ウ 掘削区域と隣接地の境界

との間における保全区域の との間における保全区域の

幅は、掘削区域の最も低い 幅は、掘削に伴う隣接地の

場所と最も高い場所の高低 土砂崩れ等を防ぐため、隣

差及び隣接地の利用状況に 接地の利用状況に応じて５

応じて５メートル以上で規 メートル以上で規則で定め

則で定める距離以上とする る距離以上とすること。た

こと。ただし、防災上支障 だし、防災上支障がないと

がないと知事が認めるとき 知事が認めるときは、この

は、この限りでない。 限りでない。

エ及びオ 略 エ及びオ 略
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カ 表土の除去は、採石のた カ 表土の除去は、採石のた

めの掘削に先行して行うこ めの掘削を行う箇所の外周

と。 部についても、水平距離で

10メートル以上の幅にわた

って行うこと。

キ～ソ 略 キ～ソ 略

(２) 略 (２) 略

(３) 汚濁水の採石場の区域外 (３) 汚濁した水の採石場の区

への流出の防止について、次 域外への流出の防止について、

に掲げる事項が定められてい 次に掲げる事項が定められて

ること。 いること。

ア及びイ 略 ア及びイ 略

(４) 略 (４) 略

７ 廃土又は廃 廃土又は廃石（除去をした表 ７ 廃土又は廃 廃土又は廃石（除去をした表

石の堆積の方 土を含む。以下同じ。）の堆積 石の堆積の方 土を含む。以下同じ。）の堆積
たい たい たい たい

法 の方法、堆積場の設置場所等に 法 の方法、堆積場の設置場所等に
たい たい

ついて、次に掲げる事項が定め ついて、次に掲げる事項が定め

られていること。 られていること。

ア及びイ 略 ア及びイ 略

ウ 堆積場内に水が流入する ウ 堆積場内に水が流入する
たい たい

ときは、十分な通水能力を ときは、十分な通水能力を

有する排水路その他の知事 有する排水路その他の知事

が適当と認める施設を設置 が適当と認める施設を設置

するとともに、知事が必要 するとともに、知事が必要

と認めるときは、汚濁水処 と認めるときは、汚濁した

理施設を設置すること。 水の処理施設を設置するこ

と。

エ～キ 略 エ～キ 略

８ 脱水ケーキ (１) 脱水ケーキ（採取をした

の処理の方法 岩石の脱水処理に伴って生ず

る湿状の岩石粉をいう。以下

同じ。）を採石場の区域内に堆
たい

積するときは、堆積物の強度
たい

の向上を図るため、排水性の

よい廃土若しくは廃石と混合

し、又は交互に積み上げると

ともに、堆積の方法、堆積の
たい たい

設置場所等について、７の項

の基準の欄のアからキまでに

掲げる事項が定められている

こと。

(２) 脱水ケーキの処理に当た

っては、廃棄物の処理及び清
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掃に関する法律（昭和45年法

律第137号）第２条第４項に

規定する産業廃棄物に該当し

ないものを除き、同法の規定

に従って処理すること。

別表第２（第７条関係）

認可計画の軽微な変更

項 目 基 準

１ 採石場の区 (１) 別表第１の基準の範囲内

域 における当該採石場の区域の

縮小

(２) 所有権その他当該採石場

の区域内の土地に関する権利

の変動

(３) 当該採石場の区域内の土

地の地目の変更

(４) 当該採石場の区域内の土

地に係る分筆又は合筆

２ 採取をする (１) 採取をする岩石の数量の

岩石の種類及 減少

び数量並びに (２) 採取の期間の短縮

採取の期間

３ 採取をする 製品別内訳の変更

岩石の用途

４ 採取の方法 採取の期間内での工程の変更

及び採取のた

めの設備その

他の施設に関

する事項

５ 採石に伴う (１) 別表第１の基準の範囲内

災害の防止の における掘削区域の縮小

ための方法及 (２) 別表第１の基準の範囲内

び施設に関す における掘削勾配の緩和（採
こう

る事項 取をする岩石の数量が減少す

る場合に限る。）
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(３) 別表第１の基準の範囲内

における掘削用機械の数の増

減、破砕若しくは選別のため

の施設、運搬用機械若しくは

洗浄のための施設の位置の変

更又はそれらの機械若しくは

施設の規模若しくは能力の変

更

(４) 別表第１の基準の範囲内

における汚濁水処理施設、沈

砂池、沈殿池その他の施設の

能力の向上

(５) 別表第１の基準の範囲

内、かつ、採石場の区域内に

おける製品の堆積場所の変更
たい

(６) 採石場の区域内における

掘削のための作業の用に供す

る道路の位置の変更

(７) 法第32条の２第１項第２

号の業務管理者の変更

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成19年１月１日から施行する。

（経過措置）

２ 改正後の鳥取県採石条例第６条第１項、第７条第２項及び別表第１の規定は、この条例の施行の日（以下「施

行日」という。）以後の採石法（昭和25年法律第291号）第33条の認可及び同法第33条の５第１項本文の規定

による変更の認可について適用する。

３ 改正後の鳥取県採石条例第７条第１項及び別表第２の規定は、施行日以後の採石法第33条の８に規定する認

可採取計画の変更について適用する。
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